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ロードマップ

関連
分野

具体的なアクション
2050年

自
然
資
本

自然資本への投資(吸収源)

自然資本の管理(吸収源)

スマート林業

愛媛県バイオマス利活用促進

地域におけるバイオガス/

バイオマス燃料製造
(下水処理施設等)

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体

CN協議会

推進主体

地域
金融機関

四国中央市

CN協議会 地元企業

CN協議会

(CN協議会)四国中央市

植林面積の拡大 / 自然資本への投資（＝水資源への貢献）

既存技術で実装可能

実装に向け検証が必要※

METIロードマップ参考

2023年 25年～ 30年～ 35年～ 40年～ 45年～

「自然資本」 「サプライチェーン全体」における取組

バイオマス発電

水資源の安定供給に向けた取組

地元企業

四国中央市

愛媛県

愛媛県紙パル
プ工業会

CN協議会 地元企業

四国中央市

四国中央市愛媛県

CN協議会

地域
金融機関

植林の適正管理、生長量の高い樹種の導入 （自然資本の最大活用管理）

スマート林業 / 実用化・導入

行政などとの意見交
換・地域での利活用

方法検討
県バイオマス取組（制度）の最大限有効活用 / （仮）四国中央市版企業の森づくり協定

バイオガス精製/地域での実用（需要家との調整含む）

サプライヤー・
調達可能量調査
（国内、海外）

サプライヤーの
具体化

受入設備・発電所設置・発電

水資源（植林・下水処理などと連携しつつ）の安定供給にむけた地域での議論・取組（最大需要家・行政の連携）

下水処理
設備等への
追加投資

バイオマス利用の
域内議論※1

搬送・受入
課題抽出/
地域利活用
方法検討

※1 下水処理設備等の利活用方法検討/地元住民との議論/既存アセット（資源供給網）の共同利用検討など

※現時点では不確実性が高い。今後の技術
政策動向次第で大幅な前倒し可能性有り
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ロードマップ

関連
分野

具体的なアクション
2050年

自
然
資
本

バイオマス・廃棄物を燃料とした
リサイクル発電設備の利用拡大

黒液・バイオマス・廃棄物の
燃料利用拡大（既存施設）

バイオマス・廃棄物など
サプライチェーン

四国域内自然資本の活用＋保全

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体

CN協議会

推進主体

地元企業

CN協議会 地元企業

地元企業

CN協議会

バイオマス・廃棄物を燃料とした
リサイクル発電設備導入

（導入のタイミングにあわせて石炭利用削減）

2023年 25年～ 30年～ 35年～ 40年～ 45年～

「自然資本」と「サプライチェーン全体」における取組

四国域外自然資本の活用＋保全

黒液のガス化／実用化・導入

四国中央市

四国中央市

CN協議会 地元企業

四国中央市

CN協議会

CN協議会

四国中央市

地元企業

四国中央市

地元企業

黒液・バイオマス・廃棄物の燃料利用拡大
(地域での燃料製造（森林資源確保・廃材確保等）や利活用を検討)

バイオマス・廃棄物
サプライヤー調査

（四国域内・近隣地
域、海外）

バイオマス・廃棄物などサプライチェーン確立に
向けた企業・地域連携

四国域内でのバイオマス・廃棄
物調達可能性調査/自然資

本への影響調査

四国域外でのバイオマス・廃棄物調達可能性調査

黒液のガス化／実用化・導入

域内での自然資本の有効活用へ
（具体的なアクションプラン（自然資本への投資、バイオマス発電、燃料利用拡大等）での有効活用を想定）

地域での自然資本の有効活用へ
（具体的なアクションプラン（自然資本への投資、バイオマス

発電、燃料利用拡大等）での有効活用を想定）

各自然資本を活用した継続的な利用

既存技術で実装可能

実装に向け検証が必要※

METIロードマップ参考

※現時点では不確実性が高い。今後の技術
政策動向次第で大幅な前倒し可能性有り
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ロードマップ

関連
分野

具体的なアクション
2050年

太陽光発電・風力発電

再エネ由来の燃料（水素・e-メタ
ン・アンモニア）製造検討

太陽光発電
（小型）

温室効果ガス排出量の見える化

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体

CN協議会

推進主体

地元企業

CN協議会 地元企業

四国中央市

既存の補助金・制度等を活用した太陽光発電・風力発電設備などの導入
（公共施設での導入含む）

2023年 25年～ 30年～ 35年～ 40年～ 45年～

「サプライチェーン全体」における取組

EV導入・シェアリング
（FCVの可能性も）

四国中央市

四国中央市

四国中央市 地元企業

(CN協議会)

四国中央市

地域
金融機関

CN協議会 地元企業

域内再エネ由来の水素・アンモニア・
e-メタン製造可能性検討

(地域での利活用方法の検討・共同
調達などに併せて)

再エネ由来の燃料の
製造・地域での利活用

太陽光発電導入 （中小企業向け・家庭向けなど）

企業・公共
施設の排出
量の見える

化

EV導入・地域での共同利用（シェアリング）
再エネ導入を踏まえ蓄電池としての機能も活用
（燃料転換の方向性次第でFCVの導入も検討）

市内でのニーズ
ヒアリング・

制度設計検討

排出量
見える
化事例
の共有

見える化促進
補助金・
制度整備

公用車の
EV化

EV導入推
進制度・地
域でのシェア
検討

地域
金融機関

情報収集

既存技術で実装可能

実装に向け検証が必要※

METIロードマップ参考

※現時点では不確実性が高い。今後の技術
政策動向次第で大幅な前倒し可能性有り
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ロードマップ

関連
分野

具体的なアクション
2050年

空き地・アセットの共同利活用

発電施設/貯蔵施設などの共同
利用（含む共同調達）

小規模アセットのリプレイスメント

ゴミ処理/下水処理（含む供給
網）などの有効共同利活用

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体

CN協議会

推進主体

地元企業

CN協議会 地元企業

CN協議会

港湾地域等
空き地・アセットの
共同利用方法検討

2023年 25年～ 30年～ 35年～ 40年～ 45年～

「サプライチェーン全体」における取組

物流施設などその他施設の
有効活用

四国中央市

四国中央市

地元企業

大規模アセットのリプレイスメント

公共施設のリプレイスメント

四国中央市

CN協議会 地元企業

四国中央市

CN協議会 地元企業

愛媛県紙パル
プ工業会 地元企業

四国中央市

バイオマス・CCUS・水素・アンモニア・e-メタンなどの
サプライチェーンを考慮した活用検討

（実装可能なものを利用する際は“利活用”も同時に実施）

最適な域内資本活用/
燃料サプライチェーン構築
にむけた空き地・アセット

の利活用

既存の発電施設/燃料貯
蔵/倉庫などアセット（電力
の融通・バイオマス供給網・
燃料共同調達等）の共同

利用検討

既存のアセット
(資源供給網)の
共同利用検討

バイオガス精製/地域での実用（需要家との調整含む）

最適な域内
サプライチェーンの構築

(既存施設の共同利用・
共同物流・商流の実現)

共同物流などの実施
物流分野を中心としたトラックなどのEV化・FCV化検討および実装

主に大企業による実装可能なものへのリプレイスメントの実施
（アセットのビンテージを踏まえた最適なリプレイスメントの検討）

新技術（CCUS・水素・アンモニア・
e-メタン等）を踏まえた
リプレイスメントの実施

中小企業/個人による実装可能なものへのリプレイスメントの実施
（省エネ化など）

新技術（CCUS・水素・アンモニア・
e-メタン等）を踏まえた
リプレイスメントの実施

新技術（CCUS・水素・アンモニア・
e-メタン等）を踏まえた
リプレイスメントの実施

行政による実装可能なものへのリプレイスメントの実施
（関係者との連携 廃棄物利用・下水施設からのバイオガス生成含む）

税収用途、
補助金

協議会での検討
状況フィードバック

(補助金)

地域有識者との
意見交換・利用
方法検討

共同利用/共同調達の実施
燃料転換を踏まえた
共同利用/共同調達

の実施

既存技術で実装可能

実装に向け検証が必要※

METIロードマップ参考

※現時点では不確実性が高い。今後の技術
政策動向次第で大幅な前倒し可能性有り
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ロードマップ
「サプライチェーン全体」 「紙の製造工程」における取組

省エネ・高効率化技術

高効率パルプ製造

キルンの脱炭素化

ドライシートフォーミング

紙
の
製
造
工
程

CN協議会 地元企業
省エネ・高効率化技術／実用化・導入

CN協議会 地元企業

CN協議会 地元企業

CN協議会 地元企業

高効率パルプ製造／実用化・導入

キルンの脱炭素化／実用化・導入

ドライシートフォーミング／実用化・導入

関連
分野

具体的なアクション
2050年

推進主体
2023年 25年～ 30年～ 35年～ 40年～ 45年～

サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン
全
体

高効率プレス技術

抄紙機ドライヤーの電化

高効率乾燥技術

ガス乾燥

CN協議会 地元企業

高効率プレス技術／実用化・導入
CN協議会 地元企業

CN協議会 地元企業

CN協議会 地元企業

抄紙機ドライヤーの電化／実用化・導入

高効率乾燥技術／実用化・導入

ガス乾燥／実用化・導入

リグニンの分類（原燃料製造）
CN協議会 地元企業

リグニンの分類／実用化・導入

CN協議会 地元企業

既存技術で実装可能

実装に向け検証が必要※

METIロードマップ参考

※現時点では不確実性が高い。今後の技術
政策動向次第で大幅な前倒し可能性有り
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ロードマップ

関連
分野

具体的なアクション
2050年

燃
料
転
換/

新
技
術

燃料転換にむけた基礎知識、
基礎情報収集、意見交換

燃料転換にむけた補助金など
制度設計

水素・アンモニア・e-メタン
などの初期的活用検討

水素・アンモニア・e-メタン
などの専焼

水素・アンモニア・e-メタン
などのサプライチェーン確立

紙
の
製
造
工
程

CN協議会

推進主体

地元企業
(地域需要家)

CN協議会 地元企業

四国中央市 愛媛県

CN協議会 地元企業

CN協議会 地元企業

CN協議会 地元企業

四国中央市

情報
収集

実証実験にむけた
補助金など制度の確立

実装・地域での利活用にむけた
補助金など制度の確立

水素・アンモニア・
e-メタン利用研究・テスト

(イノベーション基金など活用)

水素・アンモニア・
e-メタンなど
燃焼実験

水素・
アンモニア・
e-メタン
燃焼設備

専焼

サプライヤー
調査

(国内、海外)

サプライチェーンを踏まえたキャリア選定に関する検討
関係企業・地域との連携

(水素・アンモニア・e-メタン等)

キャリア
選定

受入設備・
供給設備
設置

サプライ
チェーン確立

最終使用量に応じた調達方法
検討・実現に向けた取組※2

関連省庁との意見交換および
需要家としてのニーズ踏まえた政策要望

（補助金）
サプライヤーとの意見交換等

サプライヤーの具体化※1

2023年 25年～ 30年～ 35年～ 40年～ 45年～

「燃料転換/新技術」と「紙の製造工程」における取組

燃料転換に向けた補助金・
制度についての議論

現状課題
の明確化

利用方
法検討
地域での
ニーズ
把握

※1 調達先、輸送貯蔵手段、調達量等検討。
調達先：サプライヤー/ 海外・域外・域内 輸送貯蔵手段：船・パイプライン・ローリー/コンテナ・港湾整備・貯蔵施設etc. 調達量：量(Blue / Green)
※2 輸送貯蔵手段（船・パイプライン・港湾等）への投資も必要に応じて実施

既存技術で実装可能

実装に向け検証が必要※

METIロードマップ参考

※現時点では不確実性が高い。今後の技術
政策動向次第で大幅な前倒し可能性有り
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ロードマップ
「燃料転換 新技術」と紙の製造工程」における取組

燃
料
転
換

新
技
術

地域燃料供給会社設立

混焼利用にむけた
既存アセット利活用

炭素吸収・固定
（CCS（地下への埋蔵等））

炭素吸収・利用
（CCUS（CO2活用））

紙
の
製
造
工
程

CN協議会 地元企業
地域燃料供給会社設立にむけた議論

およびスキーム検討
会社運営・地域全体への

供給開始
四国中央市

地域
金融機関

CN協議会 地元企業

四国中央市

CN協議会 地元企業

四国中央市 愛媛県

CN協議会 地元企業

四国中央市 愛媛県

地域における
燃料の利活用方
法の検討

リスク・コスト分散
の具体化

情報収集・混焼利用検討
（事例収集や実査含む)

実証実験準備
改修投資

既存アセットを活用した実証実験→実装へ

四国CCS候補地の現地調査
(ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ基金)

適地におけ
る設置許認
可取得

四国(四国中央市)
CCS設備設置

製紙業でのCO2実証試験
(ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ基金)

回収後のCO2利活
用方法検討

製紙業でのCCUS実用化(回収後の
CO2有効利活用(e-メタン製造等)

四国地域における
CCS可能性調査
（ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ基金
等活用）

苫小牧等
CCS情報収
集・カウント
ルール化

(経産省、環境省)

情報収集・
カウントルー
ル化

(経産省、環境
省)

製紙業
でのCO2
利用方
法調査

製紙業で
のCO2利
用研究
（ｲﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ基金
等活用）

関連
分野

具体的なアクション
2050年

推進主体
2023年 25年～ 30年～ 35年～ 40年～ 45年～

ソ
フ
ト
面

啓
蒙
活
動

連
携

実証実験等にむけた
会社設立・調達先など決定

既存技術で実装可能

実装に向け検証が必要※

METIロードマップ参考

※現時点では不確実性が高い。今後の技術
政策動向次第で大幅な前倒し可能性有り

政策動向

CN協議会 地元企業 政策動向 情報収集

カーボンプライシング

CN協議会 地元企業

動向・事
例など情報
収集

協議会検討状
況のフィードバッ
ク（税収用途、
補助金）

導入/地域
内での利
活用検討
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住民向け啓蒙活動/説明会（市メイン）

ロードマップ
「ソフト面 啓蒙活動 連携」における取組

GHG算出ルール

Just Transitionにむけた
啓蒙活動/促進活動

ソ
フ
ト
面

啓
蒙
活
動

連
携

CN協議会 地元企業

多様な関係者を主体とした中小企業向け啓蒙活動
（四国中央市・紙パルプ工業会・地域金融機関・教育機関等による活動）

関連
分野

具体的なアクション
2050年

推進主体
2023年 25年～ 30年～ 35年～ 40年～ 45年～

リプレイスメント促進活動 多様な関係者を主体としたリプレイスメント促進活動（補助金の周知・見える化実例紹介など）
（四国中央市・紙パルプ工業会・地域金融機関等による活動）

製紙業界の視
点で現状ルール
問題点抽出

「協議会で
の検討状況
のフィードバッ
ク」議論

製紙業界での
ルール策定

既存技術で実装可能

実装に向け検証が必要※

METIロードマップ参考

※現時点では不確実性が高い。今後の技術
政策動向次第で大幅な前倒し可能性有り

地域住民の意識向上

リカレント教育

官民連携 （補助金×企業）

四国中央市

四国中央市
愛媛県紙パ
ルプ工業会

リカレント教育（行政・愛媛県紙パルプ工業会・地域教育機関）

意見交換会

官民連携
（補助金×地域金融機関）

意見交換会
(まずはリプレイス・バイオマス利
用などにむけた資金期待など)四国中央市

地域
金融機関

広域連携 (他地域×四国中央）

四国中央市
愛媛県紙パル
プ工業会

教育機関

四国中央市 愛媛県

CN協議会

意見交換会（大規模投資にむけた）

(他地域協
議会などと
の)意見・情
報交換会

域外（瀬戸内/関西/
九州地域）との広域

連携検討
広域連携およびサプライチェーンの構築にむけた取組

地域住民
意識調査
（行政）

愛媛県
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